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　　【当社ウェブサイト（株主総会資料）】
　　　　https://www.gas-daimaru.co.jp/ir/doc.html

　　【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
　　　　https://d.sokai.jp/9818/teiji/

　　【東京証券取引所（東証）ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
　　　　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第73回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第73回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、
いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

銘柄名（会社名）に「大丸エナウィン」または証券コードに「9818」（半角）を入力・検
索し、「基本情報」、「縦覧書類／ＰＲ情報」を選択のうえ、[株主総会招集通知 / 株主総
会資料]欄よりご確認くださいますようお願い申しあげます。

なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面によって議決権を事前に行使することが
できますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ後述のご案内に従い、2023年６月28
日（水曜日）午後５時30分までに議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。インタ
ーネットと書面とによる方法と重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行
使を有効なものといたします。

敬　具
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１．日 時 2023年６月29日（木曜日）午前10時
２．場 所 大阪市住之江区緑木一丁目４番39号

本社６階会議室
３．会議の目的事項

報 告 事 項 １. 第73期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業報告、連結計算書
類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第73期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）計算書類報告の件
決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件
第４号議案 監査等委員である取締役の報酬額改定の件
第５号議案 退任取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び退任監査等委員である取締

役に対し役員退職慰労金贈呈並びに役員退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給
の件

第６号議案 取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付
株式の付与のための報酬決定の件

第７号議案 会計監査人選任の件

     

記

以　上
※当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
※電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイト及び株主総会資料掲載ウェブサイト並

びに東京証券取引所ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。
※本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面をお送りいたします。
※株主総会ご出席株主様へのお土産はございません。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

インターネットで議決権
を行使される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

次頁の案内に従って、議案に対する
賛否をご入力ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、ご返送くださ
い。

開催日時 行使期限 行使期限

2023年6月29日（木曜日）
午前10時

2023年6月28日（水曜日）
午後5時30分入力完了分まで

2023年6月28日（水曜日）
午後５時30分到着分まで

議決権行使書のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。
第１・３・４・５・６・７号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者を反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

インターネット及び書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱い
いたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいた
します。
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議決権行
使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本
見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」をクリック

「パスワード」を入力

実際にご使用になる新
しいパスワードを設定
してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９：00～21：00）
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(2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで)
事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過及びその成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、コロナ禍での経済社会活動への制約が解消される中で
緩やかに回復に向かっております。しかしながら、世界的なエネルギー・食料価格の高騰や欧米
各国のインフレ抑制策としての金融引締め等による景気後退懸念、地政学リスクも引き続いてお
り、かじ取りの難しい経営環境が続いております。当社グループの売上高に影響を及ぼす原油価
格は、期初の100ドル/バレル台から70ドル/バレル台まで下落しております。
　このような環境のもとで、当社グループの売上高は、リビング事業においてＬＰガスの仕入価
格に連動する販売単価の上昇及び住宅設備部門における販売が増加したこと、また、医療・産業
ガス事業において酸素濃縮器等の在宅医療機器のレンタルや産業ガス、産業機材の販売が増加し
たこと等により、30,635百万円と前連結会計年度と比べ4,127百万円（15.6％）の増収となり
ました。
　損益面では、売上高の増加に伴い、売上総利益は、9,534百万円と前連結会計年度と比べ895
百万円（10.4％）の増益となりました。販管費は、当連結会計年度第２四半期より株式会社ク
サネンの損益を連結したことによる増加等により、8,499百万円と前連結会計年度と比べ848百
万円（11.1％）の増加となりました。営業利益は、1,034百万円と前連結会計年度と比べ46百
万円（4.8％）の増益となりました。
　営業外収益及び営業外費用を加減算した経常利益は、1,120百万円と前連結会計年度と比べ
60百万円（5.7％）の増益となりました。法人税、住民税及び事業税等控除後の親会社株主に帰
属する当期純利益は、660百万円と前連結会計年度と比べ94百万円（12.5％）の減益となりま
した。
　セグメントごとの経営成績の概況は、次のとおりであります。
【リビング事業】
　当セグメントにおきましては、ＬＰガスの仕入価格に連動する販売単価の上昇及び住宅設備部
門における販売が増加したこと等により、売上高は、21,994百万円と前連結会計年度と比べ
3,709百万円（20.3％）の増収となりました。
【アクア事業】

　当セグメントにおきましては、「知床らうす海洋深層水純水ブレンド」（エフィールウォー
ター）の販売本数が減少し、売上高は、1,202百万円と前連結会計年度と比べ15百万円
（1.3％）の減収となりました。

【医療・産業ガス事業】
　当セグメントにおきましては、酸素濃縮器等の在宅医療機器のレンタルや産業ガス、産業機
材の販売が増加したこと等により、売上高は、7,438百万円と前連結会計年度と比べ432百万
円（6.2％）の増収となりました。
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期　別
事業区分

第72期（前連結会計年度） 第73期（当連結会計年度）

金　額 構成比 金　額 構成比

ぽっぽガス 5,186 百万円 19.6 ％ 5,830 百万円 19.0 ％

エネルギー 10,932 41.2 12,816 41.9

住宅設備 2,164 8.2 3,347 10.9

リビング事業 18,284 69.0 21,994 71.8

アクア事業 1,217 4.6 1,202 3.9

在宅医療 3,545 13.4 3,656 12.0

医療ガス 1,628 6.1 1,658 5.4

産業ガス・機材 1,831 6.9 2,123 6.9

医療・産業ガス事業 7,005 26.4 7,438 24.3

合　　計 26,507 100.0 30,635 100.0

部門別売上状況

⑵　設備投資の状況
　当連結会計年度に実施した設備投資の総額は970百万円であります。その主なものは、当社南
大阪営業所の新築及び医療・産業ガス事業におけるレンタル用の在宅医療機器等であります。
　なお、当社グループの配送業務に係る車両のリース資産として、97百万円を計上しておりま
す。

⑶　資金調達の状況
　当連結会計年度において、主に株式会社クサネンの株式の取得を目的として、長期借入金973
百万円を調達いたしました。

⑷　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　2022年７月１日付で株式会社クサネンの株式を取得いたしました。
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区 分 (自　2019. 4 . 1
至　2020. 3 .31)

第 70 期

　
(自　2020. 4 . 1

至　2021. 3 .31)
第 71 期

　
(自　2021. 4 . 1

至　2022. 3 .31)
第 72 期

　 (自　2022. 4 . 1
至　2023. 3 .31)

第 73 期
（当連結会計年度）

　
売 上 高 18,535 百万円 21,417 百万円 26,507 百万円 30,635 百万円

経 常 利 益 946 百万円 1,102 百万円 1,059 百万円 1,120 百万円

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 848

百万円
670

百万円
755

百万円
660

百万円

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益 111

円
29

銭
88

円
06

銭
99

円
14

銭
86

円
78

銭

総 資 産 19,416 百万円 19,440 百万円 20,223 百万円 21,811 百万円

純 資 産 11,984 百万円 12,675 百万円 13,366 百万円 14,229 百万円

⑸　財産及び損益の状況の推移

⑹　対処すべき課題
当社グループは、ＬＰガス販売を中核とするリビング事業により発展してまいりました。「保安な

くして繁栄なし」をモットーに「保安の確保」「安定供給」を追求するとともに快適で安全な暮らし
のサポーターとなることを目指しております。しかしながら、ＬＰガスの販売環境は、電気、都市ガ
スの小売り自由化や省エネ機器の普及、都市ガスエリアへの人口シフトによる出荷量の減少、といっ
た厳しい状況にあります。今後につきましては、経営環境の大きな変化で先行きは予断を許さない状
況が続くと思われます。当社といたしましては、ＬＰガス消費者軒数増加のため、営業権の譲受けや
新規ＬＰガス供給設備投資を積極的に行い、また、アクア事業におけるミネラルウォーターの宅配事
業と医療・産業ガス事業における在宅医療機器レンタル及び医療・産業ガス販売においてもＭ＆Ａ等
による事業規模の拡大を図り、リビング事業に続く収益の柱として利益の安定を目指します。

事業ポートフォリオの観点からも、リビング事業を維持発展させながらアクア事業及び医療・産業
ガス事業を第２、第３の収益の柱にするべく経営資源を投入しております。
　来期は「グループの強靭な連携・結束　Part３～持続可能なグループの成長を共感～」をテーマと
し、課題の克服に向けた新たな仕組み作りなど、当社グループのさらなる品質の向上を図ってまいり
ます。
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各事業の主な施策は次のとおりであります。
【リビング事業】

① 需要開発課の機能強化により、ＬＰガスの利用を促し、新規のお客様獲得及び既存のお客
様との関係強化に注力します。

② ＬＰガス、アクア商品のセット販売や、グループ会社との連携による拡販に努めます。
③ 全営業店で建築・工事のスペシャリストを育成し、リフォーム事業の自立に注力します。
④ ＬＰＷＡ（広域無線通信検針システム）を計画的に設置し、検針・配送業務の効率化を図

ります。
【アクア事業】

① 各事業部門との連携及び他商材を絡めた販売戦略を展開します。
② 販売チャネルの多様化による営業展開を図ります。
③ ミネラルウォーター以外の商材提案も行い、お客様満足度を高めて当社ファン作りに努め

ます。
④ 設備強化を実施した鈴鹿工場・山中湖工場において、環境への取組みとして、さらなる廃

棄物の削減に取り組みます。
【医療・産業ガス事業】

① 高圧ガス充填設備を持つ滋賀支店、奈良営業所、近畿酸素株式会社の３拠点及び製造・物
流室が連携し、グループ全体の供給体制の強化及び配送効率の向上を図ります。

② 当社及びグループ会社の近畿酸素株式会社、株式会社キンキ酸器の３社の連携により、近
畿圏でのさらなるシェア拡大に努めます。

③ 医療機器サービスセンターの本格稼働により、医療機器の点検、修理、メンテナンス等の
品質の強化に努めます。

④ 農業、食品、製薬分野等をターゲット先として、産業用ガスの需要開拓を推進します。

　なお、当期は１株当たり中間期は11円の配当を実施し、期末は12円の配当とさせていただきま
す。業績の進展や投資状況を総合的に勘案しながら、引き続き株主還元に努めてまいりたいと存じま
す。
　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援を賜りますようお願い申しあげます。
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会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

丸 信 ガ ス 株 式 会 社 20,000千円 100％ ＬＰガス販売

湖 東 ガ ス 株 式 会 社 32,400千円 100％ ＬＰガス販売

近 畿 酸 素 株 式 会 社 10,000千円 100％ 一般高圧ガス製造・販売

株 式 会 社 フ モ ト 商 会 10,000千円 100％ ＬＰガス販売

株 式 会 社 キ ン キ 酸 器 15,100千円 100％ 在宅医療機器のレンタル、医療用ガス販売

角 丸 エ ナ ジ ー 株 式 会 社 10,000千円 100％ ガソリンスタンドの経営、ＬＰガス販売

株 式 会 社 太 陽 プ ロ パ ン 3,000千円 100％ ＬＰガス販売

株 式 会 社 ク サ ネ ン 15,000千円 59.39％ LPガス販売、住宅リフォーム等

⑺　重要な親会社及び子会社の状況（2023年３月31日現在）
①　親会社との関係
　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

（注）2022年７月１日付で、株式会社クサネンを連結子会社化いたしました。

事 業 区 分 事 業 内 容 、 取 扱 商 品 等

リビング事業 ＬＰガス、石油製品、住宅設備機器等の販売

ぽっぽガス ＬＰガス（プロパンガス家庭用・業務用・工業用）

エネルギー ＬＰガス（プロパンガス卸売、ブタンガス）、石油製品（ガソリン、軽油、灯
油等）、電力事業（代理店）

住宅設備 ガス器具、住宅設備機器、空調機器、家電製品、太陽光発電システム、リフォ
ーム

アクア事業 ミネラルウォーターの製造販売等

医療・産業ガス事業 在宅医療機器、医療・産業ガス、産業機材等の販売

在宅医療 在宅医療機器

医療ガス 医療ガス、医療機器、医療ガス設備

産業ガス・機材 産業ガス、溶接・溶断機器、溶接材料、産業機器

⑻　主要な事業内容（2023年３月31日現在）
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当　社
本社 大阪府大阪市住之江区緑木一丁目４番39号

支店
関東（茨城県かすみがうら市） 滋賀（滋賀県愛知郡）
湖南（滋賀県野洲市） 京都（京都府京都市）
大阪（大阪府岸和田市） 和歌山（和歌山県和歌山市）

営業所

北陸（福井県福井市） 南大阪（大阪府堺市）
阪神（大阪府豊中市） 神戸（兵庫県神戸市）
奈良（奈良県大和高田市） 高松（香川県高松市）
アクア東京（東京都練馬区） アクア阪神（大阪府豊中市）

ぽっぽガス事業所

各支店に併設、及び 水戸（茨城県水戸市）
北陸（福井県福井市） 長浜（滋賀県長浜市）
彦根（滋賀県彦根市） 近江八幡（滋賀県近江八幡市）
草津（滋賀県栗東市） 大阪（大阪府堺市）
泉南（大阪府阪南市） 紀北（和歌山県伊都郡）
中紀（和歌山県日高郡） 奈良（奈良県大和高田市）
高松（香川県高松市）

医療・産業ガス事業所
中部（愛知県一宮市）
九州（宮崎県宮崎市）

工場
アクアボトリング鈴鹿工場（滋賀県東近江市）
アクアボトリング山中湖工場（山梨県南都留郡）
ガス充填工場：各支店（京都支店を除く）及び奈良営業所、泉南事業所に併設

子会社

丸信ガス株式会社（愛媛県松山市）
湖東ガス株式会社（滋賀県東近江市）
近畿酸素株式会社（兵庫県丹波篠山市）
株式会社フモト商会（愛媛県松山市）
株式会社キンキ酸器（大阪府吹田市）
角丸エナジー株式会社（大阪府泉南市）
株式会社太陽プロパン（福井県福井市）
株式会社クサネン（滋賀県草津市）
彦根ホームガス株式会社（滋賀県彦根市）
株式会社岩崎工業所（滋賀県長浜市）

⑼　主要な営業所及び工場（2023年３月31日現在）
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従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

614名［　59名］ 69名増

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

420名［　35名］ 13名増 45.7歳 11.9年

⑽　従業員の状況（2023年３月31日現在）
①　企業集団の従業員数

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数については、年間の平均雇用人員（１日８時間換算）を［　
］内に外書きしております。

　　　２．従業員数が前連結会計年度末と比べて69名増加しましたのは、主に、2022年７月１日付で株式会社
クサネンを連結子会社化したためであります。

②　当社の従業員数

（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数については、年間の平均雇用人員（１日８時間換算）を［　］
内に外書きしております。

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 842百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 235百万円

株 式 会 社 京 都 銀 行 222百万円

株 式 会 社 山 陰 合 同 銀 行 209百万円

株 式 会 社 滋 賀 銀 行 112百万円

⑾　主要な借入先（2023年3月31日現在）
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⑴　発行可能株式総数 22,600,000株

⑵　発行済株式の総数 8,046,500株（自己株式426,819株を含む。）

⑶　当事業年度末の株主数 1,893名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

大 丸 エ ナ ウ ィ ン 共 栄 会 889 千株 11.7 ％

Ｅ Ｎ Ｅ Ｏ Ｓ グ ロ ー ブ 株 式 会 社 498 6.5

株 式 会 社 パ ロ マ 354 4.7

大 丸 エ ナ ウ ィ ン 社 員 持 株 会 333 4.4

光 通 信 株 式 会 社 267 3.5

青 木 尚 史 239 3.1

堀 川 産 業 株 式 会 社 225 3.0

伊 藤 吉 朝 193 2.5

株 式 会 社 関 西 み ら い 銀 行 187 2.5

日 本 生 命 保 険 182 2.4

２．会社の株式に関する事項（2023年３月31日現在）

⑷　大株主（上位10名）

（注）１．当社は、自己株式426,819株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。
２．持株比率は自己株式を控除し、小数点第２位を四捨五入して計算しております。

⑸　その他株式に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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地 　 　 位 氏 　 　 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 古 　 野 　 　 　 晃

常 務 取 締 役 居 内 清 和 リビング事業本部長 兼 ぽっぽガス部長 兼 エネルギ
ー・住設部長 兼 新エネルギー部長

常 務 取 締 役 青 木 重 人 医療・産業ガス事業本部長 兼 医療ガス部長

常 務 取 締 役 宮 前 雅 彦 総務部長 兼 情報企画部長

取 締 役 塚 本 晃 久 財務部長

取 締 役 中 野 雅 司 リビング事業本部副本部長

取 締 役 小 　 川 　 　 　 貢 営業管理部長

取締役（常勤監査等委員） 中 井 星 治

取締役（監査等委員） 松 井 大 輔
松井公認会計士事務所　所長
ＴＯＮＥ株式会社　社外取締役（監査等委員）
神陽監査法人　代表社員

取締役（監査等委員） 松 本 裕 美 岸田・松本法律事務所

３．会社役員に関する事項
⑴　取締役の状況（2023年３月31日現在）

（注）１．2022年６月29日開催の第72回定時株主総会終結の時をもって、次のとおり役員の異動がありまし
た。

　　　　　　　　　新任取締役　小川貢
２．監査等委員松井大輔氏及び松本裕美氏は社外取締役であります。なお、当社は両氏を株式会社東京証

券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所へ届け出ております。
３．当社は、内部監査部門及び会計監査人との連携を円滑に行い、監査・監督機能の実効性を高めるた

め、中井星治氏を常勤の監査等委員として選定しております。
４．監査等委員松井大輔氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を

有するものであります。
５．監査等委員松本裕美氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務をはじめ法務全般に関する専門的な

知見を有するものであります。

⑵　責任限定契約の内容の概要
　当社は、取締役（監査等委員）中井星治氏、松井大輔氏及び松本裕美氏との間で、会社法第
427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお
ります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責
任限度額であります。
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⑶　役員等賠償責任保険契約に関する事項
　当社は、当社及び当社子会社におけるすべての取締役、監査役を被保険者とした会社法第430条
の３第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。
　当該保険により被保険者が負担することになる損害賠償金・防御費用の損害を填補することとし
ており、その保険料を全額当社が負担しております。

⑷　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針
　当社は、2023年５月11日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定
方針を決議しております。
　また、取締役会は、代表取締役に決定を委任した当事業年度に係る取締役の個人別の報酬額につ
いて、当社グループの全体及び事業別の業績を勘案した上で総合的に評価したものであり、決定方
針に沿うものであると判断しております。

＜１．基本方針＞
　当社の役員報酬は、

①社会インフラ、公共性の高い事業を行っている企業として相応しいものであること
②同業の事業規模や企業価値からみて妥当なものであること
③社内の昇格ステップに合わせ、資格や実績等の総合判断に見合う魅力的なものであること
④過去の役員報酬と連続性のあるものであること
⑤グループの企業価値向上へのインセンティブを含むものであること

　を基本方針とする。
　また役員報酬は、基本報酬（一部退任時支給の慰労金を含む）、短期インセンティブ報酬として
の賞与で構成される。

＜２．基本報酬の個人別の報酬の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期又は条件の決定に関
する方針を含む）＞

　当社の役員の基本報酬は、月例の固定報酬とし、基本方針を踏まえつつ、役位・職責・在任年数
等に応じて総合的に勘案して決定するものとする。この中には報酬の後払いの位置付けとして退任
後に支給する退職慰労金の引当金も含まれる。退職慰労金は基準月額に在職月数や功労加算・減額
を加味して算出するものとする。
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基本報酬 短期インセンティブ報酬
80％ 20％

＜３．短期インセンティブ報酬の内容及び額の算定方法の決定に関する方針（報酬等を与える時期
又は条件の決定に関する方針を含む）＞

　当社の役員の短期インセンティブ報酬は、個々の業務執行状況や当社グループの業績指標等に基
づき算出し、役員賞与としての位置付けで毎年一定の時期に支給することとする。なお、業績を最
も客観的に表し、月次ベースで評価可能な営業利益を主な業績指標（ＫＰＩ）とし、計算期間にお
ける計画達成率や前期比伸び率等により評価を行う。

＜４．役員の個人別の報酬額に対する基本報酬・短期インセンティブ報酬の割合の決定方針＞
　基本報酬・短期インセンティブ報酬の支給割合については、基本方針①～⑤（特に当社が公共性
の高い事業を行っているという点）を踏まえて決定し、目安は下記のとおりとする。なお、下記の
支給割合については、事業ポートフォリオの変化に応じて適時修正する。また、役位・役職等によ
る支給割合の差は設けない。

＜５．役員の個人別報酬の内容についての決定に関する事項＞
　当社役員の報酬総額は、2016年６月29日開催の定時株主総会にて決議されており、取締役（監
査等委員を除く。）が年額200百万円以内、監査等委員である取締役が年額30百万円以内となっ
ている。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く。）の員数は７名、監査等委員である
取締役の員数は３名（うち社外取締役２名）である。
　各取締役（監査等委員を除く。）の報酬額については、取締役会の決議に基づき、代表取締役社
長に委任するものとし、その権限の内容は、「役員報酬内規」に定めた基本報酬の決定基準及び短
期インセンティブ報酬の配分基準に基づく各取締役（監査等委員を除く。）の報酬額の決定とす
る。
　また、監査等委員である取締役の報酬額については、「役員報酬内規」に定めた基本報酬の決定
基準及び短期インセンティブ報酬の配分基準を踏まえ、監査等委員の協議により決定する。
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区 分 報 酬 額 の 総 額
（千円）

報 酬 等 の 額 （ 千 円 ） 対象となる
役員の員数

（名）基 本 報 酬 短期インセン
テ ィ ブ 報 酬

取 締 役
( 監 査 等 委 員 を 除 く ） 　144,477 　123,577 　　20,900 　７

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 　  24,601 　  20,401 　　  4,200 　３
（ う ち 社 外 取 締 役 ） 　  （10,300） 　　（9,400） 　　　 （900） 　（２）

合 計
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

　169,079
　  （10,300）

　143,979
　　（9,400）

　　25,100
　　　 （900）

 10
　（２）

氏 名 主な活動状況及び期待される役割に関して行った職務の概要

松 井 大 輔

当事業年度開催の取締役会13回すべてに出席し、公認会計士としての専門的見地から適
宜発言を行っております。また、当事業年度開催の監査等委員会12回すべてに出席し、
監査結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議を行っております。コーポレ
ート・ガバナンスに関する具体的な情報提供や発言をしております。

松 本 裕 美

当事業年度開催の取締役会13回すべてに出席し、弁護士としての専門的見地から適宜発
言を行っております。また、当事業年度開催の監査等委員会12回すべてに出席し、監査
結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議を行っております。法律家として
議論の論点整理と説明責任の遂行に関する発言をしております。

⑸　当事業年度に係る取締役の報酬等の額

（注）１. 報酬等の額には、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額27,999千円［取締役（監査等委
員を除く）7名26,047千円、取締役（監査等委員）３名1,951千円］を含めております。

２. 取締役会は、代表取締役社長古野晃氏に対し、各取締役の基本報酬の額及び社外取締役を除く各取締
役の業績連動賞与の決定を委任しております。委任した理由は、当社グループの全体及び事業別の業
績等を勘案しつつ、各取締役の業務執行について評価を行うには代表取締役が適していると判断した
ためであります。

３. 報酬等の額のほか、使用人兼務取締役３名の使用人分給与相当額25,760千円を支払っております。

⑹　社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

１. 取締役（監査等委員）松井大輔氏は、松井公認会計士事務所の所長であり、また、
ＴＯＮＥ株式会社の社外取締役（監査等委員）及び神陽監査法人の代表社員を兼務してお
ります。なお、当社と松井公認会計士事務所、ＴＯＮＥ株式会社及び神陽監査法人との間
には特別の関係はありません。

２. 取締役（監査等委員）松本裕美氏は、岸田・松本法律事務所の弁護士であります。なお、
当社と岸田・松本法律事務所との間には特別の関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況及び期待される役割に関して行った職務の概要
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①　公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬等の額 24,000千円
②　当社及び当社子会社が支払うべき金銭

その他の財産上の利益の合計額 26,500千円

４．会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称
　ひびき監査法人

⑵　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額には、これらの合計額を記載しております。

⑶　非監査業務の内容
　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務であるデューデリ
ジェンス支援業務に係る対価を支払っております。

⑷　監査等委員会が会計監査人の報酬等について同意をした理由
　監査等委員会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人から必要な資料を入手し、報告を受け
た上で会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況の相当性、報酬見積りの算定根拠
について確認し、審議した結果、これらについて適切であると判断したため、会計監査人の報酬
等の額について同意しております。

⑸　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　当社監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め
られる場合には、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監
査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査
人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
　また、当社監査等委員会は、会計監査人の職務の執行状況や当社の監査体制等を勘案して会計
監査人の変更が必要であると認められる場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不
再任に関する議案の内容を決定いたします。
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５．業務の適正を確保するための体制
　当社は、内部統制システムの整備に関する基本方針について、取締役会において次のとおり決議
しております。
⑴ 取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 取締役及び従業員は、「コンプライアンス規定」及び同規定に基づく「コンプライアンス宣

言」を行動規範とし、業務分掌及び職務権限規定等各種規定に基づいて職務を執行する。
② 内部監査機関として社長直属の監査室を設置し、業務活動が適切かつ効率的に行われている

か定期あるいは臨時に監査する体制をとる。
③ 従業員及び外部者が不利益を受けることなく通報できる「通報・相談窓口」を設置・運営

し、内部統制の補完及び強化を図る。
④ 財務報告の信頼性を確保するために、内部統制の整備、運用状況の評価を行うとともに、必

要に応じて改善、是正措置を講ずる。
⑤ 社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切関係を持たず、不当な要求を受けた

場合には、警察等の外部専門機関とも連携し、毅然とした態度で臨む。

⑵ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務執行に係る情報については、「文書取扱規定」その他関連規定に基づき、重要な
会議の議事録や決裁書類を適切に保存・管理する。
　また、情報取扱責任者を任命し、会社情報の適時、適切な開示を行う体制を整備する。

⑶ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　「リスク管理規定」を定め、業務執行に係るリスクの把握と分析を行い、適切な対応を行うた
めの全社的な管理体制を構築する。

⑷ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役の職務が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を月１回
開催するほか、社長を議長とする経営審議会を定期的に開催する。
　取締役会により中期経営計画及び単年度の経営計画を策定し、計画達成のため取締役及び従業
員の職務の執行が効率的に行われるよう、職務権限と担当業務を明確にし、取締役及び各職位の
権限と責任を明確にする。
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⑸ 当社並びに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 子会社において経営上重要な事項を決定する場合は、社内規定等に基づき、当社へ事前協議

等が行われる体制を構築する。また、業績については定期的に、業務上重要な事項が発生し
た場合は都度、当社に報告が行われる体制を構築する。

② 子会社に関してもコンプライアンスの確保、会計基準の同一性の確保等グループ一体となっ
た内部統制の維持・向上を図る。また、監査室による監査を必要に応じて実施する。

③ 行動規範、リスク管理体制の適用範囲には子会社も含め、グループ全体の業務の適正化を図
る。

④ 子会社の経営の自主性及び独立性を尊重しつつ、グループ全体の協力の推進及び業務の整合
性の確保と効率的な遂行を図るため、「関係会社管理規定」を制定する。

⑤ 子会社が当社と同様のコンプライアンス体制を構築するために、「内部通報規定」により、
その通報窓口を子会社にも開放し、これを子会社に周知することにより、当社グループにお
けるコンプライアンスの実効性とグループ内取引の公正性を確保する。

⑥ 子会社の取締役、監査役及び使用人は、子会社においてコンプライアンス上の問題等につい
て、内部通報制度により監査室に報告する。監査室は、直ちに監査等委員会に報告を行うと
ともに、意見を述べることができる。監査等委員会は意見を述べるとともに改善策の策定を
求めることができる。

⑹ 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役（監査等委員であ
る取締役を除く。）からの独立性に関する事項

　監査等委員会より職務補助の要請があるときには、要請内容を尊重し、監査室又は総務・財務
部門の従業員に監査等委員会の職務を補助させるとともに、かかる職務については、監査等委員
会の指揮命令に従うこととし、取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性を確保
する。

⑺ 取締役及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員会への報告に関
する体制

① 監査等委員会は、重要な意思決定の過程及び取締役の職務執行の状況を把握するため、取締
役会、経営審議会等の重要な会議に出席し、意見を述べることができる。

② 定期的に監査等委員会と社長との意見交換の場を設けるほか、監査等委員会が必要と認めた
場合は他の取締役及び従業員からその職務等に関する報告を受けることができる。
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⑻ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査等委員会は、内部監査部門である監査室と緊密な連携を保ち、内部監査の実施状況につ

いて適宜報告を受ける。
② 監査等委員会は、監査に当たり重要な帳票・書類等の提出や状況説明を求める等の権限を有

する。
③ 当社の取締役及び使用人は、監査等委員会からその職務執行に関する事項の説明を求められ

た場合、及びコンプライアンス違反事項を認識した場合、速やかに監査等委員会へ報告を行
う。また、使用人の監査等委員会への情報提供を理由とした不利益な処遇は一切行わない。

④ 監査等委員会は、必要に応じ、会計監査人・弁護士等に相談することができ、その費用は会
社が負担するものとする。

６．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
⑴　取締役の職務執行
　当事業年度において取締役会を13回開催しており、経営上の意思決定を行っております。ま
た、取締役会規定やその他の社内規定を制定し、取締役が法令及び定款に則って行動するよう徹
底しております。

⑵　監査等委員の職務執行
　当事業年度において監査等委員会を12回開催しており、監査等委員相互による意見交換が行
われております。また、監査等委員は、取締役会等の重要会議に出席するほか、会計監査人並び
に監査室との間で定期的に情報交換を行うことにより、取締役の職務執行について監査をしてお
ります。

⑶　内部監査の実施
　社長直轄部門である監査室は、内部監査計画に基づき、当社各部門及びグループ各社の内部監
査を実施しております。監査結果について社長に報告を行うとともに、被監査部門等に要改善事
項の指示を行っております。

⑷　内部統制システム
　当社は、内部統制システムの整備及び運用状況について継続的に評価を実施しており、その結
果判明した問題点につきましては、是正措置を行い、より適切な内部統制システムの構築・運用
に努めております。
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７．剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社はＬＰガスを主軸に医療用ガス、産業用ガス等のガス関連事業を中心とする公共性の高い業
種でありますので、安定的な経営基盤の確立を図るとともに、株主へ継続的に安定した配当を行う
ことが重要と考えております。当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な
方針としております。当社は、会社法第459条第１項の規定に基づき、剰余金の配当等について取
締役会の決議によって行うことができる旨、定款に定めております。当期の配当につきましては、
2022年10月27日開催の取締役会において11円の中間配当を行うことを決議し、2023年５月11
日開催の取締役会において12円の期末配当を行うことを決議いたしました。その結果、年間23円
の配当を実施いたしました。
　なお、内部留保金につきましては、引き続き将来の収益安定に備えてリビング事業、アクア事
業、医療・産業ガス事業の需要増に対応した安定供給体制確立並びに保安設備充実のための投資資
金に充当してまいります。
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連 結 貸 借 対 照 表

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
契 約 資 産
商 品 及 び 製 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
リ ー ス 資 産
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
顧 客 関 連 資 産
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

9,395,163
3,591,964
297,536
223,073

3,532,547
418,007
782,381
575,959
△26,306

12,416,614
8,390,288
2,763,444
616,477

3,671,547
287,351

1,051,468
2,633,489
1,771,659
778,687
83,142

1,392,836
717,672
297,797
86,609

292,843
△2,086　

流 動 負 債 5,356,228
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 2,424,752
電 子 記 録 債 務 1,036,174
短 期 借 入 金 60,000
１年内返済予定長期借入金 536,726
リ ー ス 債 務 110,843
未 払 法 人 税 等 361,777
契 約 負 債 15,960
役 員 賞 与 引 当 金 26,400
そ の 他 783,594

固 定 負 債 2,225,853
長 期 借 入 金 1,120,903
長 期 未 払 金 125,655
リ ー ス 債 務 204,686
繰 延 税 金 負 債 325,052
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 338,658
退 職 給 付 に 係 る 負 債 25,089
そ の 他 85,808

負 債 合 計 7,582,082
純 資 産 の 部

株 主 資 本 13,574,676
資 本 金 870,500
資 本 剰 余 金 1,189,126
利 益 剰 余 金 11,820,874
自 己 株 式 △305,824

その他の包括利益累計額 225,119
その他有価証券評価差額金 225,119

非 支 配 株 主 持 分 429,899
純 資 産 合 計 14,229,695

資 産 合 計 21,811,777 負 債 及 び 純 資 産 合 計 21,811,777

（2023年３月31日現在）
（単位：千円）
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連 結 損 益 計 算 書

(2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで)

科 目 金 額
売 上 高 30,635,302
売 上 原 価 21,101,185

売 上 総 利 益 9,534,116
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,499,405

営 業 利 益 1,034,710
営 業 外 収 益

受 取 利 息 197
受 取 配 当 金 15,482
受 取 賃 貸 料 21,410
仕 入 割 引 8,626
そ の 他 56,266 101,982

営 業 外 費 用
支 払 利 息 8,300
不 動 産 賃 貸 費 用 5,852
そ の 他 2,329 16,482
経 常 利 益 1,120,210

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 10,624
投 資 有 価 証 券 売 却 益 163,536 174,160

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 21,677
減 損 損 失 107,850 129,527

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,164,843
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 477,085
法 人 税 等 調 整 額 1,219 478,304
当 期 純 利 益 686,538
(内訳)
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 660,791
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 25,747

（単位：千円）
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連結株主資本等変動計算書

(2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで)

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 870,500 1,185,972 11,327,516 △305,824 13,078,164
連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △167,434 △167,434
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 660,791 660,791

自 己 株 式 の 取 得 △8,344 △8,344
自 己 株 式 の 処 分 3,154 8,344 11,498
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － 3,154 493,357 － 496,511
当 期 末 残 高 870,500 1,189,126 11,820,874 △305,824 13,574,676

その他の包括利益累計額
非 支 配 株 主 持 分 純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 288,582 288,582 － 13,366,747
連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △167,434
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 660,791

自 己 株 式 の 取 得 △8,344
自 己 株 式 の 処 分 11,498
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） △63,462 △63,462 429,899 366,436

連結会計年度中の変動額合計 △63,462 △63,462 429,899 862,947
当 期 末 残 高 225,119 225,119 429,899 14,229,695

（単位：千円）

（単位：千円）
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連　結　注　記　表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
⑴　連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況
・連結子会社の数 ８社
・連結子会社の名称 丸信ガス株式会社

湖東ガス株式会社
近畿酸素株式会社
株式会社フモト商会
株式会社キンキ酸器
角丸エナジー株式会社
株式会社太陽プロパン
株式会社クサネン

　2022年７月１日付で株式会社クサネンの株式を取得したことにより、同社は当連結会計年度より連結子
会社となりました。

②　非連結子会社の状況
・非連結子会社の名称 彦根ホームガス株式会社

株式会社岩崎工業所
・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益及び

利益剰余金等はいずれも、連結計算書類に重要な影響を及ぼしていない
ためであります。

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

　該当会社はありません。
②　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の状況

・会社の名称
（非連結子会社） 彦根ホームガス株式会社

株式会社岩崎工業所
（関連会社） 愛媛ベニー株式会社

株式会社ファイブスターガス
・持分法を適用しない理由 持分法非適用会社は当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて持分法の対象から除いても連結計算書類に及
ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないためでありま
す。
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イ．有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備
を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築
物については定額法）を採用しております。

ロ．無形固定資産 定額法を採用しております。
ハ．リース資産

所有権移転外ファイナン
ス・リース取引に係るリ
ース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

　⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、株式会社キンキ酸器の決算日は１月31日であります。株式会社キンキ酸器について
は決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を
行っております。
　なお、その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
ロ．棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切
下げの方法により算定）
なお、一部の小口商品については最終仕入原価法を採用しております。

製品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下
げの方法により算定）

②　固定資産の減価償却の方法

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．役員賞与引当金 役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基
づき当連結会計年度負担額を計上しております。

ハ．役員退職慰労引当金 当社及び一部の連結子会社は、役員の退職金支給に備えるため、役員退
職慰労金取扱内規に基づく期末要支給額を計上しております。
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④　退職給付に係る会計処理の方法
小規模企業等における簡便法の採用

　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要
支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤　重要な収益及び費用の計上基準
　当社グループは、ＬＰガス、住宅設備機器等の販売を主とし、アクア（ミネラルウォーター）の宅配、
在宅医療機器のレンタル及び医療・産業ガスの販売事業を営んでおります。これらの商品の販売について
は、商品の引渡時点で顧客が当該商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断しているた
め、商品の引渡時点において収益を認識しております。また、ＬＰガスのメーター販売については、顧客
による継続的なガスの使用であり、当社グループが顧客との契約における義務を履行するにつれて顧客が
便益を享受するため、一定の期間にわたり充足される履行義務であると判断し、毎月実施する検針による
顧客の使用量に基づき収益を認識しております。なお、収益認識会計基準第35項の定めに従った収益を
認識するため、決算月に実施した検針の日から決算日までに生じた収益を見積り計上しております。当該
収益の見積りは、同種の契約をまとめた上で、使用量及び単価を見積っております。使用量については、
決算月の月初から月末までの販売量を基礎として、その月の日数に対する未検針日数の割合に基づき日数
按分により見積り、また、単価については、決算月の平均単価を基礎としております。当社グループの取
引に関する支払条件は、通常、短期のうちに支払期日が到来し、契約に重要な金融要素は含まれておりま
せん。

⑥　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、投資効果の発現する期間（５年～10年）で均等償却しております。

２．会計上の見積りに関する注記
⑴　連結計算書類に計上した会計上の見積りによるもののうち、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響

を及ぼすリスクがある項目
　固定資産の減損会計の適用及び繰延税金資産の回収可能性は、将来の事業計画を基礎として見積られます
が、当該見積りは、将来の経済状況の変動によって影響を受ける可能性があると判断しております。

⑵　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
有形固定資産 8,390,288千円
無形固定資産 2,633,489千円
繰延税金資産 86,609千円
繰延税金負債 325,052千円

⑶　会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　将来の事業計画により見積られた将来の営業キャッシュ・フロー及び将来の課税所得に基づき、固定資産
の減損会計及び税効果会計を適用し、有形固定資産及び無形固定資産並びに繰延税金資産及び繰延税金負債
を計上しております。
　当該営業キャッシュ・フロー及び課税所得が生じる時期及び金額は、将来の不確実な経済状況の変動によ
って影響を受ける可能性があり、実際に生じた時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連
結計算書類において、有形固定資産及び無形固定資産並びに繰延税金資産及び繰延税金負債に重要な影響を
与える可能性があります。
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⑴　有形固定資産の減価償却累計額 12,071,080千円

場所 用途 種類 減損損失
福井県福井市上中町 その他 のれん 107,850千円

普通株式 8,046,500株

決 　 議 株式の種類 配当金の総額 １ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2022年６月29日
定 時 株 主 総 会 普通株式 83,816千円 11.0円 2022年

３月31日
2022年

６月30日
2022年10月27日
取 締 役 会 普通株式 83,617千円 11.0円 2022年

９月30日
2022年

12月22日

決 　 議 株式の種類 配当金の総額 １ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2023年５月11日
取 締 役 会 普通株式 91,436千円 12.0円 2023年

３月31日
2023年

６月12日

３．連結貸借対照表に関する注記

４．連結損益計算書に関する注記
減損損失
　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

　当社グループは、原則として、事業用資産については事業所毎の事業セグメントを基準としてグルーピング
を行っており、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っており、のれんについては、原則とし
て会社単位でグルーピングを行っております。
　当社の連結子会社である株式会社太陽プロパンの株式取得時に発生したのれんについて、取得時の事業計画
において想定した超過収益力が見込まれなくなったことから、当該のれんの未償却残高の全額を減損損失とし
て計上しております。

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

⑵　当連結会計年度中に行った剰余金の配当

⑶　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　配当の原資は利益剰余金であります。
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

① 投資有価証券

　その他有価証券 715,707 715,707 －

② 長期借入金（※） 1,657,629 1,654,161 △3,467

６．金融商品に関する注記
　⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取り組み方針
　当社グループは、資金運用については３ヶ月を超えない国債等に限定し、また、資金調達については銀
行借入による方針であります。デリバティブなどの投機的な取引は行いません。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リ
スクに関しては、当社グループの与信管理規定に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うととも
に、主な取引先の信用状況を毎期把握する体制としております。
　投資有価証券である株式及び債券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係
を有する企業の株式であり、また、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、すべて１年以内の支払期日であります。
　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資やＭ＆Ａ
に係る資金調達であります。
　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次に資
金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。
　未払法人税等は、すべて１年以内の支払期日であります。

　⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2023年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。

（単位：千円）

（※）１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

（注１）「現金及び預金」、「受取手形」、「電子記録債権」、「売掛金」、「支払手形及び買掛金」、「電
子記録債務」、「短期借入金」及び「未払法人税等」については、短期間で決済されるため時価が帳
簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券

その他有価証券
株式 705,707 － － 705,707
債券 － 10,000 － 10,000
資産計 705,707 10,000 － 715,707

（注２）長期借入金
変動金利により返済している借入金の時価については帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

（注３）市場価格のない株式等
非上場株式（連結貸借対照表計上額 1,965千円）は「①投資有価証券　その他有価証券」には含めて
おりません。同様に関係会社株式（連結貸借対照表計上額 297,797千円）についても時価注記には
含めておりません。

　⑶　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金（※） － 1,654,161 － 1,654,161

負債計 － 1,654,161 － 1,654,161

②　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

（※）１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その
時価をレベル１の時価に分類しております。
債券は証券会社から提示される価格に基づいて評価しているため、レベル２の時価に分類しておりま
す。

長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基
に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

７．企業結合等に関する注記
取得による企業結合
⑴　企業結合の概要

①　被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称 ： 株式会社クサネン
事業の内容　　　 ： ＬＰガス販売、住宅リフォーム、ガス機器・オール電化機器販売等

②　企業結合を行った理由
　株式会社クサネンは、1966年の設立以来、滋賀県草津市を中心に取引先との信頼関係を構築し55年と
いう長きにわたってＬＰガス販売、住宅リフォーム等を行っており、地域密着企業として頑強な営業基盤
を持っております。一方、当社は、近畿圏を中心にＬＰガス、住宅設備機器の販売を主とし、ミネラルウ
ォーターの製造及び宅配、在宅医療機器のレンタル及び医療産業ガス等の販売事業を営んでおります。滋
賀県での戦略的な事業エリア拡大と強化のために、同社の株式を取得し、連結子会社とすることといたし
ました。

③　企業結合日
2022年７月１日

④　企業結合の法的形式
株式取得
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⑤　結合後企業の名称
変更はありません。

⑥　取得した議決権比率
企業結合直前に所有していた議決権比率　　　19.43％
企業結合日に追加取得した議決権比率　　　　39.96％
取得後の議決権比率　　　　　　　　　　　　59.39％

⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

⑵　連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
2022年７月１日から2023年３月31日まで

⑶　被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
企業結合の直前に保有している株式の企業結合日における時価　312,000千円
取得の対価　　　　　　　　　現金及び預金　　　　　　　　　641,550千円
取得原価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　953,550千円

⑷　主要な取得関連費用の内容及び金額
財務調査に係る費用等　7,000千円

⑸　発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
①　発生したのれんの金額

362,629千円
②　発生原因

　主として株式会社クサネンがＬＰガス販売、住宅リフォーム等を行うことによって期待される超過収益
力であります。

③　償却方法及び償却期間
10年間にわたる均等償却

⑹　企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産　　　　397,139千円
固定資産　　　　652,663千円
資産合計　　　1,049,803千円
流動負債　　　　307,532千円
固定負債　　　　143,346千円
負債合計　　　　450,879千円
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（単位：千円）
報告セグメント

合計リビング
事業

アクア
事業

医療・産業
ガス事業

ぽっぽガス 5,830,597 － － 5,830,597
エネルギー 12,816,239 － － 12,816,239
住宅設備機器 3,347,444 － － 3,347,444
アクア － 1,202,351 － 1,202,351
在宅医療 － － 3,656,648 3,656,648
医療ガス － － 1,658,272 1,658,272
産業ガス・機材 － － 2,123,747 2,123,747
顧客との契約から
生じる収益 21,994,281 1,202,351 7,438,669 30,635,302

⑺　のれん以外の無形固定資産に配分された金額及びその主要な種類別の内訳並びに主要な種類別の償却方法
及び償却期間
①　無形固定資産に配分された金額及びその主要な種類別の内訳

顧客関連資産　　　　599,000千円
②　主要な種類別の償却方法及び償却期間

顧客関連資産　　　　20年間にわたる均等償却

⑻　企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼ
す影響の概算額及びその算定方法

売上高　　　　　　　　　　　　　　　 392,111千円
営業利益　　　　　　　　　　　　　　　　  173千円
経常利益　　　　　　　　　　　　　　　  3,044千円
税金等調整前当期純利益　　　　　　　△94,881千円
親会社株主に帰属する当期純利益　　　△59,617千円
１株当たり当期純利益　　　　　　　　  △7円83銭

（概算額の算定方法）
　企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の企業結合日まで（2022年４月１日から
2022年６月30日）の被取得企業の売上高及び損益情報を基礎として影響の概算額を算定しております。ま
た、企業結合時に認識されたのれん等が当期首に発生したものとして、影響の概算額を算定しております。
　なお、当該注記は監査証明を受けておりません。

８．収益認識に関する注記
　⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報
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（単位：千円）
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 3,978,098
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 4,053,157
契約資産（期首残高） 365,226
契約資産（期末残高） 418,007
契約負債（期首残高） 2,197
契約負債（期末残高） 15,960

　⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「会計方針に関する事項」の「重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

　⑶　顧客との契約に基づく当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約資産及び契約負債の残高等

　当社グループは、ＬＰガスのメーター販売については、毎月、月末以外の日に実施する検針による顧客
の使用量に基づき顧客に対する請求を行っておりますが、決算月に実施した検針の日から決算日までに生
じた収益については、見積り計上しております。当該収益の見積りは、同種の契約をまとめた上で、使用
量及び単価を見積っております。使用量については、決算月の月初から月末までの販売量を基礎として、
その月の日数に対する未検針日数の割合に基づき日数按分により見積り、また、単価については、決算月
の平均単価を基礎としております。契約資産は、当該収益の見積り計上に関するものであります。
　契約負債は、主に、リビング事業におけるリフォーム工事の請負契約に基づき、顧客から受け取った前
受金に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。
　当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、1,997千円
であります。また、当連結会計年度において、契約資産が52,781千円増加した主な理由は、当連結会計
年度より連結子会社となった株式会社クサネンにおける上記収益の見積り計上等によります。

② 残存履行義務に配分した取引価格
　当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略
しております。

９．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,811円07銭
１株当たり当期純利益 86円78銭
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10．重要な後発事象に関する注記
（共通支配下の取引等）

子会社株式の追加取得
　当社は、2023年４月27日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社クサネンの株式を
追加取得し、完全子会社化することを決議いたしました。また、2023年５月２日付で株式譲渡契約を締結
し、同日付で株式を取得いたしました。

⑴　取引の概要
①　結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合当事企業の名称 ： 株式会社クサネン
事業の内容　　　　 ： ＬＰガス販売、住宅リフォーム、ガス機器・オール電化機器販売等

②　企業結合日
2023年５月２日（みなし取得日　2023年４月１日）

③　企業結合の法的形式
非支配株主からの株式取得

④　結合後企業の名称
変更はありません。

⑤　その他取引の概要に関する事項
　株式会社クサネンは、1966年の設立以来、滋賀県草津市を中心に取引先との信頼関係を構築し55年と
いう長きにわたってＬＰガス販売、住宅リフォーム等を行っており、地域密着企業として頑強な営業基盤
を持っております。一方、当社は、近畿圏を中心にＬＰガス、住宅設備機器の販売を主とし、ミネラルウ
ォーターの製造及び宅配、在宅医療機器のレンタル及び医療産業ガス等の販売事業を営んでおります。滋
賀県での戦略的な事業エリア拡大と強化のために、2022年７月１日に同社の株式を取得し、連結子会社
といたしました。
　当社グループにおける同社との連携強化を図るため、同社の株式の全てを取得し、当社の完全子会社化
することといたしました。

⑵　実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づ
き、共通支配下の取引等のうち、非支配株主との取引として処理しております。

⑶　子会社株式を追加取得した場合に掲げる事項
被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価　　　現金及び預金　　　651,950千円
取得原価　　　　　　　　　　　　　651,950千円
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⑷　非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項
①　資本剰余金の主な変動要因

子会社株式の追加取得
②　非支配株主との取引によって減少する資本剰余金の金額

222,050千円

11．その他の注記
記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
契 約 資 産
商 品 及 び 製 品
前 渡 金
短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
の れ ん
ソ フ ト ウ ェ ア
電 話 加 入 権
施 設 利 用 権
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
差 入 保 証 金
破 産 ・ 更 生 債 権 等
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

7,506,181
2,503,930
323,041
263,037

2,918,592
308,046
577,849
174,637
115,334
340,775
△19,064

11,404,763
6,421,027
1,918,617
332,679
428,196

2,939
620,816

2,861,237
244,220
12,321
382,521
332,230
40,102
9,194
993

4,601,214
695,229

3,063,766
2,347

716,431
36,634

199
86,804
△199　

流 動 負 債 4,081,983
支 払 手 形 92,465
電 子 記 録 債 務 998,526
買 掛 金 1,700,492
１年内返済予定長期借入金 350,754
リ ー ス 債 務 92,179
未 払 金 57,680
未 払 費 用 383,698
未 払 法 人 税 等 261,300
未 払 消 費 税 等 91,251
契 約 負 債 7,486
役 員 賞 与 引 当 金 25,100
そ の 他 21,049

固 定 負 債 1,039,897
長 期 借 入 金 554,298
長 期 未 払 金 37,545
リ ー ス 債 務 176,271
繰 延 税 金 負 債 57,367
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 158,000
預 り 保 証 金 56,415

負 債 合 計 5,121,881
純 資 産 の 部

株 主 資 本 13,566,393
資 本 金 870,500
資 本 剰 余 金 1,185,972
資 本 準 備 金 1,185,972
利 益 剰 余 金 11,815,745
利 益 準 備 金 161,000
そ の 他 利 益 剰 余 金 11,654,745
特定資産圧縮積立金 134,819
別 途 積 立 金 10,540,000
繰 越 利 益 剰 余 金 979,925

自 己 株 式 △305,824
評 価 ・ 換 算 差 額 等 222,671
その他有価証券評価差額金 222,671
純 資 産 合 計 13,789,064

資 産 合 計 18,910,945 負 債 及 び 純 資 産 合 計 18,910,945

（2023年３月31日現在）
（単位：千円）
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損　益　計　算　書

(2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで)

科 目 金 額
売 上 高 24,633,758
売 上 原 価 17,859,901
売 上 総 利 益 6,773,856

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,897,607
営 業 利 益 876,248

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 23,242
受 取 賃 貸 料 25,184
仕 入 割 引 8,626
そ の 他 30,941 87,994

営 業 外 費 用
支 払 利 息 4,232
そ の 他 1,883 6,115
経 常 利 益 958,127

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 3,987
投 資 有 価 証 券 売 却 益 160,273 164,260

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 12,844 12,844

税 引 前 当 期 純 利 益 1,109,543
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 374,626
法 人 税 等 調 整 額 11,495 386,121
当 期 純 利 益 723,421

（単位：千円）
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株主資本等変動計算書

(2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで)
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金 利 益
剰 余 金
合 計

特定資産
圧 縮
積 立 金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 870,500 1,185,972 1,185,972 161,000 136,025 9,840,000 1,122,931 11,259,956
事 業 年 度 中 の 変 動 額

特定資産圧縮積立金の取崩 △1,205 1,205 －
別 途 積 立 金 の 積 立 700,000 △700,000 －
剰 余 金 の 配 当 △167,632 △167,632
当 期 純 利 益 723,421 723,421
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － － － △1,205 700,000 △143,005 555,788
当 期 末 残 高 870,500 1,185,972 1,185,972 161,000 134,819 10,540,000 979,925 11,815,745

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産
合 計自 己 株 式 株 主 資 本

合 計
そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △305,824 13,010,604 287,498 287,498 13,298,102
事 業 年 度 中 の 変 動 額

特定資産圧縮積立金の取崩 － －
別 途 積 立 金 の 積 立 － －
剰 余 金 の 配 当 △167,632 △167,632
当 期 純 利 益 723,421 723,421
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額） △64,827 △64,827 △64,827

事業年度中の変動額合計 － 555,788 △64,827 △64,827 490,961
当 期 末 残 高 △305,824 13,566,393 222,671 222,671 13,789,064

（単位：千円）

（単位：千円）
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個　別　注　記　表

①　有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備
を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築
物については定額法）を採用しております。

②　無形固定資産
のれん のれんの償却については、投資効果の発現する期間（５年～10年）で

均等償却しております。
ソフトウェア 見込利用可能期間に毎期均等額を償却しております。

③　リース資産
所有権移転外ファイナン
ス・リース取引に係るリー
ス資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
②　棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切
下げの方法により算定）
なお、一部の小口商品については最終仕入原価法を採用しております。

製品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下
げの方法により算定）

⑵　固定資産の減価償却の方法

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。
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②　役員賞与引当金 役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき
当事業年度負担額を計上しております。

③　役員退職慰労引当金 役員の退職金支給に備えるため、役員退職慰労金取扱内規に基づく期末
要支給額を計上しております。

⑷　重要な収益及び費用の計上基準
　当社は、ＬＰガス、住宅設備機器等の販売を主とし、アクア（ミネラルウォーター）の宅配、在宅医療機
器のレンタル及び医療・産業ガスの販売事業を営んでおります。これらの商品の販売については、商品の引
渡時点で顧客が当該商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断しているため、商品の引渡時
点において収益を認識しております。また、ＬＰガスのメーター販売については、顧客による継続的なガス
の使用であり、当社が顧客との契約における義務を履行するにつれて顧客が便益を享受するため、一定の期
間にわたり充足される履行義務であると判断し、毎月実施する検針による顧客の使用量に基づき収益を認識
しております。なお、収益認識会計基準第35項の定めに従った収益を認識するため、決算月に実施した検
針の日から決算日までに生じた収益を見積り計上しております。当該収益の見積りは、同種の契約をまとめ
た上で、使用量及び単価を見積っております。使用量については、決算月の月初から月末までの販売量を基
礎として、その月の日数に対する未検針日数の割合に基づき日数按分により見積り、また、単価について
は、決算月の平均単価を基礎としております。当社の取引に関する支払条件は、通常、短期のうちに支払期
日が到来し、契約に重要な金融要素は含まれておりません。

２．会計上の見積りに関する注記
⑴　計算書類に計上した会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の計算書類に重要な影響を及ぼすリス
クがある項目
　固定資産の減損会計の適用及び超過収益力等を加味した実質価額に基づく関係会社株式の減損処理の要否
は、将来の事業計画を基礎として見積られますが、当該見積りは、将来の経済状況の変動によって影響を受
ける可能性があると判断しております。

⑵　当事業年度の計算書類に計上した金額
有形固定資産 6,421,027千円
無形固定資産 382,521千円
関係会社株式 3,063,766千円

⑶　会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　将来の事業計画により見積られた将来の営業キャッシュ・フロー及び超過収益力に基づき、固定資産の減
損会計及び金融商品会計を適用し、有形固定資産及び無形固定資産並びに関係会社株式を計上しておりま
す。
　当該営業キャッシュ・フロー及び収益が生じる時期及び金額は、将来の不確実な経済状況の変動によって
影響を受ける可能性があり、実際に生じた時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類に
おいて、有形固定資産及び無形固定資産並びに関係会社株式に重要な影響を与える可能性があります。
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⑴　有形固定資産の減価償却累計額 9,778,240千円

⑵　保証債務
他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。
近畿酸素㈱ 162,350千円
㈱キンキ酸器 456,063千円

⑶　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 495,486千円
短期金銭債務 89,361千円
長期金銭債務 5,000千円

　関係会社との取引高
　売上高 1,742,600千円
　仕入高 334,104千円
　販売費及び一般管理費 7,370千円
　営業取引以外の取引高 31,290千円

当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数 普通株式 426,819株

繰延税金資産
未払費用（賞与） 52,326千円
未払事業税 16,623千円
貸倒引当金 5,894千円
役員退職慰労引当金 48,348千円
長期未払金 11,488千円
一括償却資産 4,770千円
その他 17,454千円
繰延税金資産小計 156,905千円
評価性引当額 △56,647千円
繰延税金資産合計 100,258千円

繰延税金負債
有形固定資産 59,445千円
投資有価証券 98,180千円
繰延税金負債合計 157,625千円

繰延税金負債の純額 57,367千円

３．貸借対照表に関する注記

４．損益計算書に関する注記

５．株主資本等変動計算書に関する注記

６．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種 類 会社等の名称
又 は 氏 名

議 決 権 等 の 所 有
（ 被 所 有 ） 割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

（注４） 科 目 期末残高

子 会 社 近 畿 酸 素 ㈱ 直接 100％
（所有）
　

役員の兼任
債務保証

債務保証
（注１） 162,350 － －

子 会 社 ㈱ キ ン キ 酸 器 直接 100％
（所有）

　

資金の援助
役員の兼任
債務保証

事務所等の賃貸

利息の受取
（注２） 1,241

短期貸付金 49,666
関係会社
長期貸付金 337,437

債務保証
（注２） 456,063 － －

賃料の受取
（注２） 18,550 － －

子 会 社 角丸エナジー㈱ 直接 100％
（所有）
　

資金の援助
役員の兼任

利息の受取
（注３） 1,904

短期貸付金 65,667
関係会社
長期貸付金 378,994

７．関連当事者との取引に関する注記
子会社

（単位：千円）

（注１）債務保証については、近畿酸素㈱の金融機関からの借入債務に対し行ったものであり、保証料は受領
しておりません。

（注２）㈱キンキ酸器に対する貸付金については、市場金利を勘案して決定しており、返済条件は期間10
年、月賦返済としております。なお、担保は受け入れておりません。
債務保証については、㈱キンキ酸器の金融機関からの借入債務に対し行ったものであり、保証料は受
領しておりません。
事務所等の賃貸については、当社南大阪営業所及び京都支店の事務所等を㈱キンキ酸器へ賃貸してお
り、賃貸料については、近隣の取引事例を参考に決定しております。

（注３）角丸エナジー㈱に対する貸付金については、市場金利を勘案して決定しており、返済条件は期間10
年、月賦返済としております。なお、担保は受け入れておりません。

８．収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報については、連結注記表の「８．収益認識に
関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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１株当たり純資産額 1,809円66銭
１株当たり当期純利益 94円94銭

９．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記
（共通支配下の取引等）
子会社株式の追加取得
　当社は、2023年４月27日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社クサネンの株式を
追加取得し、完全子会社化することを決議いたしました。また、2023年５月２日付で株式譲渡契約を締結
し、同日付で株式を取得いたしました。
　詳細については、連結注記表の「10．重要な後発事象に関する注記（共通支配下の取引等）」をご参照
ください。

11．その他の注記
記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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独立監査人の監査報告書

大 阪 事 務 所
代  表  社  員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 木  下 　 隆  志

業 務 執 行 社 員 公認会計士 小  林 　    裕

2023年５月19日
大丸エナウィン株式会社

取締役会　御中
ひびき監査法人

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、大丸エナウィン株式会社の2022年４月１日から2023年３月
31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及
び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大丸
エナウィン株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重
要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における
職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を
果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記
載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関
連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結
論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事
項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠
に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど
うかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取
引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手
する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見
に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な
不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて
いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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独立監査人の監査報告書

大 阪 事 務 所
代  表  社  員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 木  下 　 隆  志
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小  林 　    裕

2023年５月19日
大丸エナウィン株式会社

取締役会　御中
ひびき監査法人

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、大丸エナウィン株式会社の2022年４月１日から
2023年３月31日までの第73期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算
書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、
我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上
の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示
することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締
役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその
他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の
記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことに
ある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実
を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査人の監査報告書　謄本
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し
適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切である
かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計
算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専
門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査

手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す
る。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理
性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に
基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる
かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算
書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場
合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくな
る可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎
となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制
の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行
う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、
並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセー
フガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第73期事業年度における取締役の職務の執行につ
いて監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該
決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況に
ついて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しまし
た。
① 監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部

門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要
に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査し
ました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じ
て子会社から事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査
人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務
の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関
する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応
じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関す

る事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人　ひびき監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
⑶　連結計算書類の監査結果

会計監査人　ひびき監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年５月23日
大丸エナウィン株式会社　監査等委員会

常勤監査等委員 中 井 星 治 ㊞
監査等委員 松 井 大 輔 ㊞
監査等委員 松 本 裕 美 ㊞

（注）監査等委員松井大輔及び松本裕美は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締
役であります。

監査等委員会の監査報告書　謄本
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現　行　定　款 変　更　案
（目的）
第２条
当会社は、次の事業を営むことを目的とす
る。
１.～25. （条文省略）

（新　　設）

26.～33.（条文省略）
（員数）
第17条　　当会社の取締役（監査等委員であ
る取締役を除く。）は、12名以内とする。
②　（条文省略）

（目的）
第２条
（現行どおり）

１.～25. （現行どおり）
26.医療機器の製作販売及びレンタル業並びに
修理業
27.～34. （現行どおり）
（員数）
第17条　　当会社の取締役（監査等委員であ
る取締役を除く。）は、10名以内とする。
②　（現行どおり）

株主総会参考書類

第１号議案　定款⼀部変更の件
１．提案の理由

⑴　当社事業の現状に即し、事業内容の明確化を図るとともに、今後の事業内容の多様化に対応す
るため、現行定款第２条（目的）につきまして事業目的を追加するものであります。

⑵　取締役会の活性化及び意思決定の迅速化を通してさらなる経営の効率化を図るため、現行定款
第17条（員数）につきまして取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数を12名以内
から10名以内に減少させるものであります。

２．変更の内容

変更の内容は次のとおりであります。（下線は変更箇所を示します。）

－ 50 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

候補者
番　号

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

1

ふる

古
 

　
 

　
の

野
 

　
 

　
 

　
 

　
 

　
あきら

晃
（1953年４月１日生）

    1971年    3 月 当社入社
    2000年    6 月 当社取締役滋賀支店長
    2008年    6 月 当社常務取締役

滋賀支店長
    2011年    4 月 当社常務取締役

リビング事業本部長
    2011年    6 月 当社専務取締役

リビング事業本部長
    2013年    4 月 当社代表取締役社長（現任）

42,566株

【取締役候補者とした理由】
　候補者は、10年間にわたり当社代表取締役社長として強いリーダーシップを発
揮し、当社グループ全般の経営を担ってきました。その豊富な経験と見識が当社
の経営に活かせるものと判断し、引き続き取締役候補者として選任をお願いする
ものであります。

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件
　本総会終結の時をもって取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）
７名全員が任期満了となります。意思決定の迅速化を図るため、１名減員し、取締役６名の選任をお
願いするものであります。なお、監査等委員会における協議の結果、本議案に関する特段の指摘事項
はございませんでした。
　取締役の候補者は次のとおりであります。
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候補者
番　号

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

2

い

居
 

　
 

　
うち

内
 

　
 

　
きよ

清
 

　
 

　
かず

和
（1971年５月12日生）

    1994年    4 月 当社入社
    2008年    4 月 当社奈良営業所長
    2013年    12月 当社大阪支店長
    2015年    4 月 当社執行役員大阪支店長
    2017年    4 月 当社執行役員

リビング事業本部副本部長
兼ぽっぽガス部長

    2017年    6 月 当社取締役
リビング事業本部副本部長
兼ぽっぽガス部長

    2018年    4 月 当社取締役
リビング事業本部副本部長
兼ぽっぽガス部長
兼エネルギー・住設部長
兼新エネルギー部長

    2019年    4 月 当社取締役滋賀支店長
    2021年    4 月 当社取締役

リビング事業本部長
兼エネルギー・住設部長
兼新エネルギー部長

2021年６月 当社常務取締役リビング事業本部長
兼エネルギー・住設部長
兼新エネルギー部長

2022年２月 当社常務取締役リビング事業本部長
兼ぽっぽガス部長
兼エネルギー・住設部長
兼新エネルギー部長（現任）

14,600株

【取締役候補者とした理由】
　候補者は、2017年より当社リビング事業本部副本部長として同部門を牽引した
ほか、当社主要支店で支店長を経験しております。また2017年より当社取締役に
選任されており、業務執行能力に優れております。それらの経歴を通じて培った
経験や見識が当社の経営に活かせるものと判断し、引き続き取締役候補者として
選任をお願いするものであります。
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候補者
番　号

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

3

あお

青
 

　
 

　
き

木
 

　
 

　
あつ

重
 

　
 

　
ひと

人
（1962年８月16日生）

    1985年３月 当社入社
    2002年４月 当社北陸営業所長
    2004年４月 当社関東支店副支店長
    2009年４月 当社湖南支店副支店長
    2013年４月 当社滋賀支店長
    2016年４月 当社新エネルギー部長
    2017年４月 当社執行役員

医療・産業ガス事業本部副本部長
兼新エネルギー部長

    2018年４月 当社執行役員
医療・産業ガス事業本部長
兼製造・物流室長

    2018年６月 当社取締役
医療・産業ガス事業本部長
兼製造・物流室長

    2021年４月 当社取締役
医療・産業ガス事業本部長
兼医療ガス部長

2021年６月 当社常務取締役
医療・産業ガス事業本部長
兼医療ガス部長（現任）

18,200株

【取締役候補者とした理由】
　候補者は、当社の主要支店で副支店長・支店長を務めたほか、本社営業部署、
経営企画部署、子会社での豊富な経験があり、多面で当社の発展に貢献してきま
した。また2017年には当社執行役員、2018年には当社取締役に選任されてお
り、経営戦略の策定や業務執行にも携わっております。それらの経歴を通じて培
った経験や見識が当社の経営に活かせるものと判断し、引き続き取締役候補者と
して選任をお願いするものであります。
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候補者
番　号

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

4

みや

宮
 

　
 

　
まえ

前
 

　
 

　
まさ

雅
 

　
 

　
ひこ

彦
（1965年２月２日生）

    1985年６月 当社入社
    2011年８月 当社情報企画部長
    2015年４月 当社執行役員

情報企画部長
    2017年４月 当社執行役員

総務部長兼情報企画部長
    2018年６月 当社取締役

総務部長兼情報企画部長
2021年６月 当社常務取締役

総務部長兼情報企画部長（現任）
13,900株

【取締役候補者とした理由】
　候補者は、入社後長年にわたり情報システム部門に従事し、当社内部管理体制
の向上に貢献してきました。また2015年には当社執行役員、2018年には当社取
締役に選任されており、経営戦略の策定や業務執行にも携わっております。現在
は総務部長を兼任し、人事、法務、広報等の責任者として手腕を発揮しておりま
す。それらの経歴を通じて培った経験や見識が当社の経営に活かせるものと判断
し、引き続き取締役候補者として選任をお願いするものであります。

5

つか

塚
 

　
 

　
もと

本
 

　
 

　
てる

晃
 

　
 

　
ひさ

久
（1967年６月14日生）

    2015年    11月 当社入社
管理統轄補佐

    2017年    4 月 当社営業管理部長
    2018年    4 月 当社財務部長
    2019年    6 月 当社取締役財務部長（現任）

3,800株【取締役候補者とした理由】
　候補者は、公認会計士の資格を持ち、監査法人における18年間の監査業務を通
じて相当程度の財務・会計知識を有しております。また、当社では営業管理部
長、財務部長を務め、当社の管理部門全般の業務に携わっております。それらの
経歴を通じて培った経験や見識が当社の経営に活かせるものと判断し、引き続き
取締役候補者として選任をお願いするものであります。

－ 54 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

候補者
番　号

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

6

【新　　任】
だい

大
 

　
 

　
どう

道
 

　
 

　　
 

　
 

　
かおる

薫
（1956年4月30日生）

1979年 ４月 塩野義製薬株式会社入社
1994年 ６月 草津燃料株式会社（現　株式会社クサ

ネン）入社
1996年11月 同社常務取締役
2001年 ６月 同社代表取締役社長（現任）

3,300株
【取締役候補者とした理由】
　候補者は、長年にわたり会社経営を担い、滋賀県湖南地域にてリフォーム事業
を開始し、住宅設備機器の販売事業を飛躍的に発展させてきました。その経歴を
通じて培った経験や見識が当社の経営にも活かせるものと判断し、今回新たに取
締役候補者として選任をお願いするものであります。

（注）1. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 当社は、保険会社との間で、古野晃氏、居内清和氏、青木重人氏、宮前雅彦氏及び塚本晃久氏を被保

険者として会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しております。被保
険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は当該責任の追及に係る請求を受ける
ことによって生じることのある損害について、当該保険契約により填補することとしております。保
険料は、全額当社が負担としております。本議案において各氏の選任が承認可決された場合には、各
氏は被保険者となります。
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氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

【新　　任】
お

小　　
がわ

川　　　　　
みつぐ

貢
（1962年３月29日生）

1986年４月 当社入社
2012年４月 当社大阪支店副支店長
2016年７月 当社和歌山支店長
2018年４月 当社営業管理部長
2020年７月 当社執行役員営業管理部長
2022年６月 当社取締役営業管理部長（現任） 9,900株

【取締役（監査等委員）候補者とした理由】
　候補者は、当社主要支店で支店長を務めた後、2022年からは当社取締役として経験
や見識を活かしてコンプライアンスなどの面で当社に貢献しております。それらの経歴
を通じて培った経験や見識が取締役会の監査・監督に力を発揮できるものと判断し、今
回取締役（監査等委員）として選任をお願いするものであります。

第３号議案　監査等委員である取締役１名選任の件
　本総会終結の時をもって監査等委員である取締役中井星治氏は辞任いたしますので、その補欠とし
て監査等委員である取締役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、本総会にて選任された監査等委員である取締役の任期は、当社定款の定めにより、退任され
た監査等委員である取締役の任期の満了する時までとなります。
　また、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役の候補者は次のとおりであります。

（注）１. 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２. 当社は、保険会社との間で、小川貢氏を被保険者として会社法第430条の３第１項に規定する役員等
賠償責任保険契約を締結しております。被保険者である役員がその職務の執行に関し責任を負うこ
と、又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生じることのある損害について、当該保険
契約により填補することとしております。保険料は、全額当社が負担しております。本議案において
候補者が監査等委員である取締役への選任が承認可決された場合には、当該保険契約の被保険者とな
ります。
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第４号議案　監査等委員である取締役の報酬額改定の件
　当社の監査等委員である取締役の報酬額は、2016年６月29日開催の第66回定時株主総会におい
て、年額30百万円以内と決議いただき今日に至っておりますが、その後の経済情勢の変化やコーポ
レート・ガバナンスやサステナビリティの取組み等を考慮いたしまして、監査等委員である取締役の
報酬額を年額50百万円以内と改めさせていただきたいと存じます。
　なお、第３号議案「監査等委員である取締役１名選任の件」が原案どおり承認可決されますと、監
査等委員である取締役は３名となります。
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氏名 略歴

中　　野　　雅　　司 2015年４月　当社執行役員
2019年６月　当社取締役（現任）

中　　井　　星　　治 2018年６月　当社取締役（常勤監査等委員）（現任）

第５号議案　退任取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び退任監査等委員である取締役に対
し役員退職慰労金贈呈並びに役員退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給の件
　本総会終結の時をもって取締役（監査等委員である取締役を除く。）を退任される中野雅司氏及び
監査等委員である取締役を退任される中井星治氏に対し、在任中の功労に報いるため、当社における
一定の基準に従い相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈することとし、その具体的金額、贈呈の時期、
方法等につきましては、退任取締役（監査等委員である取締役を除く。）については取締役会に、退
任監査等委員である取締役については監査等委員である取締役の協議に、それぞれご一任願いたいと
存じます。
　退任取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び退任監査等委員である取締役の略歴は次のと
おりであります。

　また、当社は2023年５月11日開催の取締役会において、役員報酬制度の見直しの一環として、取
締役（監査等委員である取締役を除く。）及び監査等委員である取締役の役員退職慰労金制度を本総
会終結の時をもって廃止することを決議いたしました。
　これに伴い、第２号議案「取締役６名（監査等委員である取締役を除く。）選任の件」及び第３号
議案「監査等委員である取締役１名選任の件」が原案どおり承認可決されることを条件として重任予
定の取締役古野晃、居内清和、青木重人、宮前雅彦、塚本晃久、小川貢の６氏及び在任中の監査等委
員である取締役松井大輔及び松本裕美の両氏に対し、それぞれ本総会終結の時までの在任期間に対す
る功労に報いるため、当社における一定の基準に従い、取締役（監査等委員である取締役を除く。）
は総額147百万円、監査等委員である取締役は総額７百万円を上限として役員退職慰労金制度廃止に
伴う退職慰労金を打ち切り支給することといたしたいと存じます。
　なお、支給の時期につきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び監査等委員で
ある取締役の退任時とし、その具体的金額、方法等につきましては、取締役（監査等委員である取締
役を除く。）については取締役会に、監査等委員である取締役については監査等委員である取締役の
協議に、それぞれご一任願いたいと存じます。
　本議案は、当社において予め取締役会で決められた取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針
及び社内規定に沿って取締役会で決定しており、相当であると判断しております。
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氏名 略歴

古　　野　　　　　晃 2000年6月　当社取締役
2013年4月　当社代表取締役社長（現任）

居　　内　　清　　和 2017年6月　当社取締役
2021年6月　当社常務取締役（現任）

青　　木　　重　　人 2018年6月　当社取締役
2021年6月　当社常務取締役（現任）

宮　　前　　雅　　彦 2018年6月　当社取締役
2021年6月　当社常務取締役（現任）

塚　　本　　晃　　久 2019年6月　当社取締役（現任）
小　　川　　　　　貢 2022年6月　当社取締役（現任）

松　　井　　大　　輔 2009年6月　当社監査役
2016年6月　当社取締役（監査等委員）（現任）

松　　本　　裕　　美 2021年6月　当社取締役（監査等委員）（現任）

　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び監査等委員である取締役の個人別の報酬等
の内容に係る決定方針は、事業報告「３.会社役員に関する事項」の「(4)取締役の個人別の報酬等の
内容に係る決定方針」に記載のとおりであります。なお、当該方針につきましては、役員退職慰労金
制度廃止後に改定することを予定しております。

　役員退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給予定の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及
び監査等委員である取締役の略歴は次のとおりであります。
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第６号議案　取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の
付与のための報酬決定の件

　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額は、2016年６月29日開催の第66回
定時株主総会において、年額200百万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与を含まな
い。）とご承認いただいております。
　今般、当社は、役員報酬制度の見直しの一環として、当社の取締役（監査等委員である取締役及び
社外取締役を除く。以下「対象取締役」という。）に当社の企業価値の持続的な向上を図るインセン
ティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、上記の報酬枠
とは別枠にて、対象取締役に対して、新たに譲渡制限付株式の付与のための報酬を支給することとい
たしたいと存じます。
　本議案に基づき、対象取締役に対して譲渡制限付株式の付与のために支給する報酬は金銭債権と
し、その総額は、年額50百万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与を含まない。）と
いたします。また、各対象取締役への具体的な支給時期及び配分については、取締役会において決定
することといたします。なお、現在の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は７名（うち社外
取締役０名）でありますが、第２号議案「取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の
件」が原案どおり承認可決されますと、取締役（監査等委員である取締役を除く。）は６名（うち社
外取締役０名）となります。
　また、対象取締役は、当社の取締役会決議に基づき、本議案により支給される金銭債権の全部を現
物出資財産として払込み、当社の普通株式について発行又は処分を受けるものとし、これにより発行
又は処分をされる当社の普通株式の総数は年43,000株以内（ただし、本議案が承認可決された日以
降、当社の普通株式の株式分割（当社の普通株式の無償割当てを含む。）又は株式併合が行われた場
合その他譲渡制限付株式として発行又は処分をされる当社の普通株式の総数の調整が必要な事由が生
じた場合には、当該総数を、合理的な範囲で調整する。）といたします。
　なお、その１株当たりの払込金額は各取締役会決議の日の前営業日における東京証券取引所におけ
る当社の普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）を
基礎として当該普通株式を引き受ける対象取締役に特に有利な金額とならない範囲において、当社の
取締役会において決定します。また、これによる当社の普通株式の発行又は処分並びにその現物出資
財産としての金銭債権の支給に当たっては、当社と対象取締役との間で、以下の内容を含む譲渡制限
付株式割当契約（以下「本割当契約」という。）を締結することを条件とします。また、本議案にお
ける報酬額の上限、発行又は処分をされる当社の普通株式の総数その他の本議案に基づく対象取締役
への譲渡制限付株式の付与の条件は、上記の目的、当社の業況、当社の取締役の個人別の報酬等の内
容に係る決定に関する方針（なお、当該方針の内容は、事業報告「３.会社役員に関する事項」の
「(4)取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針」をご参照ください。）その他諸般の事情を考
慮して決定されており、相当であると考えております。
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【本割当契約の内容の概要】
（１）譲渡制限期間
　対象取締役は、本割当契約により割当を受けた日より当社又は当社子会社の役職員の地位のうち当
社の取締役会が予め定める地位を退任又は退職した直後の時点までの間（以下「譲渡制限期間」とい
う。）、本割当契約により割当を受けた当社の普通株式（以下「本割当株式」という。）について、
譲渡、担保権の設定その他の処分をしてはならない（以下「譲渡制限」という。）。ただし、当該退
任又は退職した直後の時点が、本割当株式の割当を受けることとなる日の属する事業年度経過後３か
月を経過した日よりも前の時点である場合には、譲渡制限期間の終期について、合理的な範囲で調整
することができる。
（２）退任又は退職時の取扱い
　対象取締役が当社の取締役会が予め定める期間（以下「役務提供期間」という。）の満了前に当社
又は当社子会社の役職員の地位のうち当社の取締役会が予め定める地位を退任又は退職した場合に
は、その退任又は退職につき、任期満了、死亡その他の正当な理由がある場合を除き、当社は、本割
当株式を当然に無償で取得する。
（３）譲渡制限の解除
　当社は、対象取締役が、役務提供期間中、継続して、当社又は当社子会社の役職員の地位のうち当
社の取締役会が予め定める地位にあったことを条件として、本割当株式の全部について、譲渡制限期
間が満了した時点をもって譲渡制限を解除する。ただし、①当該対象取締役が正当な理由により、役
務提供期間が満了する前に当社又は当社子会社の役職員の地位のうち当社の取締役会が予め定める地
位を退任又は退職した場合、又は、②当該対象取締役が役務提供期間の満了後においても、譲渡制限
期間の満了前に正当な理由以外の理由により、当社又は当社子会社の役職員の地位のうち当社の取締
役会が予め定める地位を退任又は退職した場合には、譲渡制限を解除する本割当株式の数及び譲渡制
限を解除する時期を、必要に応じて合理的に調整するものとする。また、当社は、上記の定めに従い
譲渡制限が解除された直後の時点において、なお譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無
償で取得する。
（４）組織再編等における取扱い
　上記（１）の定めにかかわらず、当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当
社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画その他の組織再編等に関する事項が当社の株主
総会（ただし、当該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社
の取締役会）で承認された場合には、当社の取締役会の決議により、譲渡制限期間の開始日から当該
組織再編等の承認の日までの期間を踏まえて合理的に定める数の本割当株式について、当該組織再編
等の効力発生日に先立ち、譲渡制限を解除する。また、当社は、上記に定める場合、譲渡制限が解除
された直後の時点において、なお譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。
（５）その他の事項
　本割当契約に関するその他の事項は、当社の取締役会において定めるものとする。
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① 名 称 海南監査法人

② 事 務 所 東京都新宿区西新宿６丁目14番１号
新宿グリーンタワービル20階

③ 沿 革 1985年５月24日　海南監査法人設立

④ 概 要

出資金　　30百万円
構成人員　代表社員 10名
　　　　　公認会計士 76名
　　　　　公認会計士試験合格者等  ３名
　　　　　その他の職員   3名
　　　　　合計 92名
関与会社数 58社

第７号議案　会計監査人選任の件
　当社の会計監査人であるひびき監査法人は、本総会終結の時をもって任期満了により退任されます
ので、監査等委員会の決定に基づき、新たに海南監査法人を会計監査人に選任することにつき、ご承
認をお願いするものであります。
　なお、監査等委員会が海南監査法人を会計監査人の候補者とした理由は、当社の事業規模に適した
機動的な監査が期待できることに加え、会計監査人としての専門性、独立性、品質管理体制及び監査
報酬の水準を総合的に勘案した結果、当社の会計監査人として適任であると判断したためでありま
す。
　会計監査人候補者は次のとおりであります。

（2023年３月31日現在）

以　上
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招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

氏名 管掌分野 企業経営 経営企画 財務・会計 人事・法務

古野　晃 〇 〇

居内　清和 リビング事業本部長 〇 〇
青木　重人 医療・産業ガス事業本部長 〇 〇
宮前　雅彦 総務部長　兼　情報企画部長 〇 〇 〇
塚本　晃久 財務部長　兼　営業管理部長 〇 〇
大道　薫 リビング事業本部副本部長 〇 〇

小川　貢 常勤監査等委員 〇 〇

松井　大輔 監査等委員（社外）
公認会計士・税理士 〇

松本　裕美 監査等委員（社外）
弁護士 〇

ご参考
本総会後の監査等委員を含む取締役の主なマネジメントスキル

　経営戦略の「グループの強靭な連携・結束　Part３～持続可能なグループの成長を共感～」は、効率化
の追求と、グループ力及び大丸エナウィン品質を高めることを目的とした最終期となります。グループ間
の調整能力や営業基盤維持のためのM&Aや業務効率化や生産性向上のためのIT活用等を業務執行に必要
な経営企画能力と考えております。独立社外取締役には、多くの経営者へアドバイスを行っている公認会
計士・税理士、法律の専門家として個人・企業の法律顧問をしている弁護士を取締役会のメンバーとして
おります。
　本総会の第２号議案「取締役６名（監査等委員である取締役を除く。）選任の件」及び第３号議案「監
査等委員辞任に伴う監査等委員である取締役１名選任の件」が原案どおり承認可決された場合における、
本総会後の監査等委員を含む取締役の主なマネジメントスキル・知識等は以下のとおりであります。

以上
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見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株主総会会場のご案内

大丸エナウィン株式会社　本社６階会議室

大阪市住之江区緑木一丁目４番39号
電話(06) 6685－5101

ダイエー
住之江店

南港 北加賀屋交差点
津
守

住
之
江
公
園

玉出

地下鉄北加賀屋駅

歩道橋

ユニクロ
住之江店

市営住宅

大
丸
エ
ナ
ウ
ィ
ン

本
　
　
　
社

市営住宅

ニトリ
住之江店

タクシー
　　会社

N

大阪府立住之江
支援学校

南港通

南
港
病
院

新
な
に
わ
筋

③

交通機関
地下鉄（四つ橋線）北加賀屋駅（３番出口）下車　徒歩約10分
※なお、駐車場の準備はいたしておりませんので、ご了承くださいますよう
お願い申しあげます。


